
福祉部 こども課 

 

都城市山田谷頭児童館指定管理者候補者選定の概要 

 

 都城市山田谷頭児童館の指定管理者については、次のとおり候補となる団体を公募

により選定しました。 

 なお、選定された団体を指定管理者とする議案が、令和元年１２月議会で可決され

た場合には、同団体が指定管理者として、本施設の管理運営に当たることとなります。 

 

１ 指定管理者候補者の概要 

 （１）団体の名称 

    社会福祉法人都城市社会福祉協議会 

 （２）代表者名 

    島津 久友 

 （３）所在地 

    都城市松元町４街区１７号 

 （４）設立年月日 

    平成１８年１月５日 

 （５）従業員数 

    ２７４名 

 （６）業務内容 

    社会福祉を目的とする事業の企画及び実施 

    社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助 

    社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成 

    社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るために必要な事業 

    保健医療、教育その他の社会福祉と関連する事業との連絡 

    共同募金事業への協力 

    居宅介護等事業の経営 

    居宅介護支援事業の経営 

    地域包括支援センターの経営 

    身体障害者福祉センターの経営 

    相談支援事業の経営 

    移動支援事業の経営 

    老人デイサービス事業の経営 

    福祉サービス利用援助事業 

    生活福祉資金等貸付事業 

    総合相談事業 

    自立相談支援事業 

    家計相談支援事業 

    生活支援体制整備事業 



    総合福祉センターの経営 

    福祉バス運行事業 

    介護予防等事業の経営 

    「食」の自立支援事業の経営 

    視聴覚障害者情報提供施設の経営 

    保育所・幼保連携型認定こども園の経営 

    児童館の運営 

    放課後児童健全育成事業 

    障害福祉サービス事業の経営 

    障害者生活支援センターの経営 

    障害者虐待防止センターの経営 

    ファミリー・サポート・センターの経営 

    成年後見制度に関する事業 

    一時預かり保育事業 

    その他この法人の目的達成のため必要な事業 

 

２ 指定期間 

  令和２年４月１日 ～ 令和７年３月３１日（５年間） 

 

３ 施設及び業務の概要 

 （１）施設概要 

施設名及び所在地 施設規模等 

都城市山田谷頭児童館 

（都城市山田町中霧島３２８３番地５） 

 敷地面積：２，８２１．９㎡ 

 延床面積：２３８．２４㎡   

 

 （２）業務概要 

①健全な遊びを通しての児童の集団的及び個別的な指導に関する業務 

②子供会、母親クラブ等の児童に関する地域組織の育成助長に関する業務 

③地域に関わる児童の健全育成に必要な活動に関する業務 

④その他児童館の設置の目的達成に必要な業務 

⑤児童館条例第７条に掲げる業務 

⑥指定管理者の行った処分に対する苦情の受付、処理及び訴訟に関する業務 

⑦その他市長が必要と認めた業務  

 

４ 事業計画の概要 

  事業計画書概要版のとおり 

 

５ 選定結果の概要 

 （１）公募の状況 



   ①申請団体数 

    ２団体 

   ②指定管理者候補者選定までの経過 

令和元年５月３１日                 第１回選定委員会開催 

令和元年６月３日～令和元年７月２日      募集（広報都城６月号、ホ

ームページへの掲載） 

    令和元年７月３日                事前説明会 

令和元年７月１０日～令和元年年７月１９日  申請書受付 

    令和元年８月２９日               第２回選定委員会開催、書

類審査・面接審査 

    令和元年９月２７日               選定結果報告 

 

 （２）都城市指定管理者候補者選定委員会委員構成 

     委員構成 人数 

有識者 

学識経験者      １人 

税理士      １人 

司法書士      １人 

行政書士      １人 

施設利用者代表      １人 

 

 （３）選定理由 

    令和元年５月３１日及び８月２９日に都城市指定管理者候補者選定委員会

において、書類審査・面接審査をもとに、選定基準に基づいて総合的に審査・

選考（総合得点方式）を行った結果、以下の理由で社会福祉法人都城市社会福

祉協議会が指定管理者として適正であると判断しました。 

  

「選定基準１ 市民の平等な利用が確保されること」 

   ・施設の設置目的を十分認識しており、これまでの管理運営実績や地域福祉を

担う団体の特性を生かして、利用者に対する適切な対応が期待できること。 
 

「選定基準２ 事業計画の内容が施設の効用を最大限に発揮するものであるこ

と」 

   ・隣接する保育園とタイアップしたイベントの開催、料理教室や英会話教室、

こけない体操の実施など、地域住民との連携や交流事業が充実しており、地

域での子どもの育成支援が期待できること。 
 

「選定基準３ 経済的な管理運営が図られ、経費配分が適正であること」 

   ・隣接する保育園の行事や活動と連携することによる経費節減が期待できるこ

と。 



 

「選定基準４ 事業計画に沿った管理を安定的に行う物的能力及び人的能力を

有していること」 

   ・ペアレントトレーナー受講職員の活用や専門家による講演会、外部研修等の

実施など、職員の指導育成にも支援体制が確立しており、利用者への適切な

対応が期待できるほか、発達障がいを抱える子やグレーゾーンの子への関わ

りにも細やかな対応が期待できること。 
 

「選定基準５ 地域に貢献する取り組みが確保されていること」 

   ・児童館を拠点として、地域における異世代間交流イベントや親子ふれあい活

動、子どもの学習支援の実施など、地域との積極的な交流機会を創出するこ

とによる地域活性化に期待が持てること。 
 

「選定基準６ その他、公の施設を管理させるに当たり必要な基準」 

   ・隣接する保育園と連携した組織体制をとることにより、緊急時にも対応でき

る管理体制が期待できるほか、地域福祉を推進する中核的な団体としての特

性を生かして、児童の豊かな人間性や主体性を育むための指導・支援が期待

できる。 
 

（４）選定委員会における主な意見 

  〈選定基準に関する事項〉 

   ・選定基準については、施設の特性を考慮し、事業計画の内容が施設の効用を

最大限に発揮されること、事業計画に沿った管理を安定的に行う物的能力及

び人的能力を有していることに関する項目に重点的に配点を行った。 

  〈指定申請書記載事項について〉 

   ・住民との座談会を開催し、ニーズ把握に努めている点が評価できる。 

   ・地域座談会開催や異世代交流などを通じて情報交換等がされている。 

 

 （５）選定結果 

    別紙のとおり 



 

選定結果                                           施設名：山田谷頭児童館 

選定基準 配点 

採点結果 

審査項目 

一人当

たり配

点 

審査内容 
団体Ａ 

社会福祉法人

都城市社会福

祉協議会 

１．市民の平等な利用

が確保されること 
１１５ ７４．６ ７５．６ 

管理運営方

針等 
１２ 

市の管理方針を認識しているか。 

公の施設の設置目的を理解しているか。 

環境に配慮した取り組みをしているか。 

平等利用 １１ 
利用申込等が平等な利用を確保する提案がされているか。 

相談や苦情等の対応が提案されているか。 

２．事業計画の内容が

施設の効用を最大限

に発揮するものであ

ること 

１７０ １１４．６ １１２．４ 

利用の促進 １８ 

住民ニーズに基づく利用者増の提案がされているか。 

利用者増のための広報・ＰＲ対策を提案しているか。 

関係団体や地域住民との連携、交流の提案がされているか。 

サービス・

利便性の維

持向上 

１６ 

利用者サービスの向上について提案がされているか。 

施設の維持管理、安全管理を的確に行えるか。 

施設の設備、機能等の有効活用について、提案がされている

か。 

３．経済的な管理運営

が図られ、経費配分が

適正であること 

５０ ３６．０ ３４．０ 経費配分 １０ 
指定管理料の提案額は適正か。 

適正な経費配分の考え方について提案されているか。 

４．事業計画に沿った

管理を安定的に行う

物的能力及び人的能

力を有していること 

１９５ １３５．４ １３４．６ 

物的能力 １５ 

安定した運営が可能な申請団体の財務状況か。 

類似施設を良好に運営した実績があるか。 

収支計画の積算根拠が明確で、実現可能なものか。 

収支計画と事業計画の整合性は図られているか。 

人的能力 ２４ 

組織体制、勤務体制、責任体制が確立されているか。 

利用団体の指導及び育成支援の提案が確立されているか。 

業務従事者の指導育成、研修体制及び接遇向上のための提案

がされているか。 

個人情報保護、情報公開及び労働関係法令等について十分認

識しているか。 

まちづくりへの熱意、申請団体（新規）の将来性、地域団体

や地域住民との融合性、高齢者、障がい者雇用への配慮があ



 

るか、利用状況の把握。 

５．地域に貢献する取

り組みが確保されて

いること 

１００ ２７．２ ８６．４ 地域貢献 ２０ 

都城市に本店等を有しているか。 

地域雇用の考え方が示されているか。 

地域貢献の取り組みが示されているか。 

６．その他、公の施設

を管理させるに当た

り必要な基準 

７０ ５３．２ ５０．４ 児童の育成 １４ 
児童の健全育成に関する方針が提案されているか。 

児童の集団的及び個別的な指導の提案がされているか。 

合計 ７００ ４４１．０ ４９３．４  １４０  

〈参考〉：提案金額（単位：千円） ４，３２０ ４，３２６ （令和２年度） 

  ※提案金額をそのまま指定管理料として決定するものではなく、予算査定等を経て市議会の議決により決定するものです。 


